
 

 

日本 

 

株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するも

のではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研と大和証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とす

る大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。 

 
 

2025 年 7月 11日 全 13頁 

 

経済指標の要点（6/18～7/11 発表統計分） 
 

 

経済調査部 

 

 

調査本部 

 

エコノミスト 

エコノミスト 

エコノミスト 

ビリング 安奈 

吉井 希祐 

菊池 慈陽 

杉浦 花音 

龐 鈞文 

[要約] 

 【企業部門】2025年 5月の輸出は概ね横ばいだった一方、生産は増加した。輸出数量指

数は前月比▲0.2％だった。EU 向けは増加したが、米国向けやアジア向けは減少した。

鉱工業生産指数は同＋0.5％と 2 カ月ぶりに上昇した。生産用機械工業や汎用・業務用

機械工業などの生産が増加した一方、輸送機械工業（除．自動車工業）などは低調だっ

た。 

 【家計部門】2025年 5月の個人消費は概ね横ばいだった。家計調査における実質消費支

出（除く住居等）は前月比＋1.3％だった一方、商業動態統計の実質小売販売額は同▲

0.8％だった。完全失業率は 2.5％と 3 カ月連続で同水準だった。他方、有効求人倍率

（1.24 倍）と新規求人倍率（2.14倍）はいずれも低下した。  
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2025 年 5 月の貿易統計（確報）によると、輸出金額

は前年比▲1.7％と 8カ月ぶりに減少した。輸出価格（同

▲3.5％）の低下が要因だ。円高のほか、米国の関税政

策による輸出数量への影響を抑えるため自動車メー

カーを中心に価格を引き下げたとみられる。輸出数量

（内閣府による季節調整値）は前月比▲0.2％と概ね横ば

いだった。EU向け（同＋3.1％）は増加したが、米国向

け（同▲0.4％）やアジア向け（同▲1.5％）は減少した。 

先行きの輸出数量は横ばい圏で推移するとみている

が、不確実性は引き続き高い。米国の関税政策の影響に

より、各国・地域で設備投資や個人消費が腰折れし、日

本からの輸出が減少する可能性には注意が必要だ。 

 

2025 年 5 月の鉱工業生産（速報、季節調整値）は前

月比＋0.5％と 2カ月ぶりに上昇した。15業種中 9業種

で生産指数が上昇した。生産用機械工業（同＋5.6％）

では金型（同＋55.1％）などが、汎用・業務用機械工業

（同＋4.5％）では軸受（同＋14.4％）などが増産し、全

体を押し上げた。他方、輸送機械工業（除．自動車工業）

（同▲16.3％）などは低調だった。出荷指数は同＋2.2％、

在庫指数は同▲1.9％、在庫率指数は同▲1.9％だった。 

先行きの生産指数は横ばい圏で推移しよう。もっと

も、米国の関税政策は不確実性が高い。海外経済の大幅

な落ち込みや米国内での日本製品の価格競争力低下で

輸出が減少すれば、生産が押し下げられる恐れがある。 

 

2025年 4月の機械受注（船電除く民需、季節調整値）

は前月比▲9.1％と 3 カ月ぶりに減少した。製造業（同

▲0.6％）、非製造業（船電除く、同▲11.8％）いずれも

減少した。製造業では電気機械（同▲16.9％）やはん用・

生産用機械（同▲15.3％）などが減少した一方、化学工

業（同＋49.0％）などが全体を下支えした。非製造業で

は、前月の反動で減少したその他非製造業（同▲29.5％）

や金融業・保険業（同▲23.9％）が全体を押し下げた。 

先行きの機械受注は横ばい圏で推移しよう。製造業で

は受注が小幅に持ち直し、非製造業では横ばいで推移す

る見込みだ。ただし、米国の関税政策を巡る不透明感は

強く、企業が設備投資を控える可能性に注意が必要だ。 
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250618_025166.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250630_025185.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250618_025165.html
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2025年 5月の全国コア CPI（除く生鮮食品）は前年比

＋3.7％と前月から伸び率が拡大した。財・サービス別

に見ると、米価の高騰が他の食料品や外食などに波及し

たこともあり、非耐久財やサービスの価格上昇が加速し

た。一方、エネルギーと耐久財は伸び率が縮小した。エ

ネルギーでは昨年 5 月に再生可能エネルギー賦課金が

大幅に引き上げられた反動で電気代の伸びが鈍化した。 

先行きのコア CPI は前年比＋2％台後半で推移する見

込みだ。政府のエネルギー高対策などが押し下げに働く

一方、米価高騰の波及により、食料価格の上昇鈍化は緩

やかなものにとどまりそうだ。また、賃上げに伴う人件

費の増加を販売価格に転嫁する動きも継続しよう。 

 

2025 年 5 月の家計調査によると、二人以上世帯の実

質消費支出（季節調整値）は前月比＋4.6％と急増した。

ただし、主因は自動車購入費の上振れで、そうした振れ

やすい項目を除く「実質消費支出（除く住居等）」は同

＋1.3％にとどまった。商業動態統計の小売販売額（CPI

の財指数で実質化）が減少（同▲0.8％）したこともあ

り、5月の個人消費は概ね横ばいだったと判断される。 

先行きの個人消費は横ばい圏で推移しよう。春闘賃上

げ率が昨年に続き高水準だったことや、物価上昇の緩や

かな鈍化が見込まれる点は好材料だ。ただし、米国の関

税政策の影響で世界経済が下振れし、輸出を起点に日本

経済が減速すれば、消費が下押しされるリスクがある。 

 

2025年 5月の完全失業率（季節調整値）は 2.5％と 3

カ月連続で同水準だった。ただし、失業者数（前月差▲

4 万人）が 3 カ月ぶりに減少し、就業者数（同＋33 万

人）は大きく増加するなど、内容的には改善したと評価

されよう。有効求人倍率は 1.24 倍（同▲0.02pt）、新規

求人倍率は 2.14 倍（同▲0.10pt）といずれも低下した。

新規求人数（前月比▲4.2％）の大幅な減少が目立った。 

先行きの雇用環境は緩やかな改善が続こう。構造的な

人手不足が続く中、経済の緩やかな拡大に伴い労働需要

の増加が続くだろう。ただし、米国の関税政策の悪影響

には注意が必要だ。輸出の減少で企業収益が大幅に落ち

込めば、雇用調整に踏み出す企業も増加しよう。 
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（注２）2020年以前のデータは2015年基準。
（出所）総務省統計より大和総研作成
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250620_025169.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250704_025191.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250627_025182.html
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月次統計
別名1 別名2 別名3 別名4 2025/01 2025/02 2025/03 2025/04 2025/05 2025/06

2025年
1月 2月 3月 4月 5月 6月

季調値 2020年＝100 99.9 102.2 102.4 101.3 101.8 -
前月比 ％ ▲ 1.1 2.3 0.2 ▲ 1.1 0.5 -
季調値 2020年＝100 98.5 101.5 99.7 99.8 102.0 -
前月比 ％ ▲ 1.0 3.0 ▲ 1.8 0.1 2.2 -
季調値 2020年＝100 102.6 100.9 102.1 101.3 99.4 -
前月比 ％ 1.5 ▲ 1.7 1.2 ▲ 0.8 ▲ 1.9 -
季調値 2020年＝100 106.5 102.8 107.3 106.7 104.7 -
前月比 ％ ▲ 0.4 ▲ 3.5 4.4 ▲ 0.6 ▲ 1.9 -
季調値 2020年＝100 104.2 104.8 103.8 104.1 - -
前月比 ％ 1.4 0.6 ▲ 1.0 0.3 - -

機械受注 民需（船舶・電力除く） 前月比 ％ ▲ 3.5 4.3 13.0 ▲ 9.1 - -
前年比 ％ ▲ 4.6 2.4 39.6 ▲ 26.6 ▲ 34.4 -
季調値年率 万戸 77.4 80.5 108.4 62.6 52.9 -

貿易収支 原系列 10億円 ▲ 2741.7 585.5 554.3 ▲ 128.4 ▲ 638.6 -
通関輸出額 前年比 ％ 7.3 11.4 4.0 2.0 ▲ 1.7 -
　輸出数量指数 前年比 ％ ▲ 1.7 2.9 ▲ 0.8 0.5 1.8 -
　輸出価格指数 前年比 ％ 9.1 8.3 4.8 1.5 ▲ 3.5 -
通関輸入額 前年比 ％ 16.3 ▲ 0.7 1.9 ▲ 2.1 ▲ 7.7 -
実質消費支出 二人以上の世帯 前年比 ％ 0.8 ▲ 0.5 2.1 ▲ 0.1 4.7 -
実質消費支出 勤労世帯 前年比 ％ 1.1 ▲ 2.2 3.8 1.2 6.1 -
小売業販売額 前年比 ％ 4.4 1.3 3.1 3.5 2.2 -
百貨店・スーパー販売額 前年比 ％ 4.9 1.9 2.8 2.7 1.8 -

季調値 2015年＝100 96.9 98.7 98.1 98.0 97.7 -
現金給与総額（本系列） 前年比 ％ 1.8 2.7 2.3 2.0 1.0 -
所定内給与（本系列） 前年比 ％ 2.1 1.3 1.4 2.1 2.1 -

労働力調査 完全失業率 季調値 ％ 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 -
有効求人倍率 季調値 倍率 1.26 1.24 1.26 1.26 1.24 -
新規求人倍率 季調値 倍率 2.32 2.30 2.32 2.24 2.14 -
全国 生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 3.2 3.0 3.2 3.5 3.7 -
東京都区部 生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 2.5 2.2 2.4 3.4 3.6 3.1

前年比 ％ 4.2 4.3 4.3 4.1 3.3 2.9
先行指数 CI － 2020年＝100 108.1 107.8 107.6 104.2 105.3 -
一致指数 CI － 2020年＝100 116.3 117.1 115.8 116.0 115.9 -
遅行指数 CI － 2020年＝100 111.2 111.0 111.0 112.5 112.7 -
現状判断DI 季調値 ％ポイント 48.6 45.6 45.1 42.6 44.4 45.0
先行き判断DI 季調値 ％ポイント 48.0 46.6 45.2 42.7 44.8 45.9

（注）毎月勤労統計は本系列ベース。
（出所）経済産業省、内閣府、国土交通省、財務省、総務省、厚生労働省、日本銀行より大和総研作成

単位

毎月勤労統計

一般職業紹介状況

消費者物価指数

国内企業物価指数

鉱工業指数

生産

出荷

在庫

在庫率

第３次産業活動指数

景気動向指数

景気ウオッチャー調査

住宅着工統計 新設住宅着工戸数

貿易統計

家計調査

商業動態統計

消費活動指数 実質

四半期統計
別名1 別名2 別名3 別名4 別名5 2024/09 2024/12 2025/03 2025/06

2024年 2025年

7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期

前期比 ％ 0.2 0.6 0.0 -

前期比年率 ％ 0.9 2.2 ▲ 0.2 -

民間最終消費支出 前期比 ％ 0.7 0.1 0.1 -

民間住宅 前期比 ％ 0.7 ▲ 0.2 1.4 -

民間企業設備 前期比 ％ 0.1 0.6 1.1 -

民間在庫変動 前期比寄与度 ％ポイント 0.1 ▲ 0.3 0.6 -

政府最終消費支出 前期比 ％ 0.1 0.3 ▲ 0.5 -

公的固定資本形成 前期比 ％ ▲ 1.2 ▲ 0.7 ▲ 0.6 -

財貨・サービスの輸出 前期比 ％ 1.2 1.7 ▲ 0.5 -

財貨・サービスの輸入 前期比 ％ 2.2 ▲ 1.4 3.0 -

内需 前期比寄与度 ％ポイント 0.5 ▲ 0.2 0.8 -

外需 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.3 0.7 ▲ 0.8 -

前期比 ％ 0.5 1.1 0.9 -

前期比年率 ％ 2.1 4.6 3.6 -

前年比 ％ 2.4 2.9 3.3 -

前年比 ％ 2.6 2.5 4.3 -

前年比 ％ ▲ 3.3 13.5 3.8 -

前年比 ％ 9.5 3.1 6.9 -

前期比 ％ 1.2 1.3 1.8 -

大企業 製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 13 14 12 13

大企業 非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 34 33 35 34

中小企業 製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 0 1 2 1

中小企業 非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 14 16 16 15

生産・営業用設備判断DI 大企業 全産業 「過剰」-「不足」 ％ポイント 0 0 0 0

雇用人員判断DI 大企業 全産業 「過剰」-「不足」 ％ポイント ▲ 28 ▲ 28 ▲ 28 ▲ 28

（出所）内閣府、財務省、日本銀行より大和総研作成

（全規模、金融保険業を除く、ソフトウェアを除く）

日銀短観

単位

GDP

法人企業統計

業況判断DI

名目GDP

実質GDP

GDPデフレーター

売上高（全規模、金融保険業を除く）

経常利益（全規模、金融保険業を除く）

設備投資

主要統計計数表 
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（出所）内閣府、日本銀行統計より大和総研作成
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（出所）財務省統計より大和総研作成

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

18 19 20 21 22 23 24 25
(年)

非製造業 素材業種 加工業種 全産業（右軸）

（兆円）

業種別経常利益 全規模全産業

（兆円）

（注1）素材業種：繊維、木材、紙パ、化学、窯業、石油・石炭製品、鉄鋼、
非鉄金属。
加工業種：食料品、印刷、金属製品、はん用機械、生産用機械、業務
用機械、電気機械、情報通信機械、輸送用機械、その他製造業。

（注2）季節調整は大和総研。
（出所）財務省統計より大和総研作成
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国内企業物価指数
ＣＰＩ（除く生鮮食品、エネルギー）
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企業向けサービス価格指数

（2020年＝100）

企業物価、サービス価格、消費者物価（水準）

（注）CPIは季節調整値。

（出所）総務省、日本銀行統計より大和総研作成
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旅行支援策による下押し
消費増税の影響
幼児教育・保育・高等教育無償化の影響
耐久消費財
半耐久消費財
非耐久消費財（除く生鮮食品・エネルギー）
エネルギー
サービス（旅行支援策による下押し分除く）
コアCPI

（注１）消費増税と幼児教育・保育・高等教育無償化の影響、旅行支援策による
下押しは大和総研による試算値。

（注２）2020年以前のデータは2015年基準。
（出所）総務省統計より大和総研作成

全国コアCPIの財別寄与度分解

（前年比、％、％pt）

（月）
（年）
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（出所）総務省統計より大和総研作成

消費者物価の推移
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国内企業物価の要因分解

（前月比、％、％pt）

（月）
（年）

（注）夏季電力料金調整後。
（出所）日本銀行統計より大和総研作成

（年）

物価 


